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　４月14日の｢憲法ひろば｣第72回例会は、九条の会事務局の高田健さん(左写真)にお願いして｢憲法審査会などにみる改憲動向と私たちの課題」について語っていただきました。石川康子世話人(右写真)の司会で18人が参加。今回のレポートは石山久男世話人です。（編集部）











　安倍内閣が崩壊してから、各政権とも明文改憲を言い出せなくなっていたため、九条の会の活動も沈滞してきたきらいがあるが、２０１０年夏の参院選で民主党が敗北してねじれ国会となってから、改憲推進が自民党との取引材料に使われるようになり、２０１１年から改憲の動きが急速に再起動した状況になった。


５月の参院憲法審査会規程の強行、１１月の憲法審査会始動と並行して、惨事便乗型改憲論というべき憲法への非常事態条項導入がさかんに叫ばれ、読売新聞の今年３月４日の社説もそれを主張している。野田政権のもとで、武器輸出三原則の緩和、ＰＫＯ五原則緩和、紛争地の南スーダンへの自衛隊派兵、さらに集団的自衛権行使をねらうなど、解釈改憲の動きも横行している。


自民党は第二次改憲草案を策定し、たちあがれ日本も改憲案を発表する。維新の会も明文改憲をめざしている。読売の世論調査では今年、改憲賛成が５０％を越え、２００３年のレベルに戻った。今憲法はきわめて危険な状況になっている。


　自民党の改憲案では、天皇を元首とし、国民の国旗国歌尊重義務を定める。緊急事態条項を設け国民は国などの指示に従う義務を課される。憲法改正は両議院の過半数の賛成で発議できることになる。現憲法で政権担当者と公務員に課されている憲法尊重義務は、国民に課されることになる。











　こうした情勢のなかで、維新の会の動きはたいへん危険だ。かれらのかかげる維新八策は全体としての整合性はまったくなく、いまは原発再稼動や消費税増税に反対と言っているが、選挙に勝てばあとはどうなるかわからない。震災の瓦礫処理を地方自治体が断ることを非難し、それも憲法九条のせいだと叫び反響をよんでいる。結局、憲法九条をつまらないものとみなす雰囲気をつくりだし、九条改定へ導くものといえる。


ファシズムは民主主義の馬に乗ってくるのであり、かれらの言動の一つひとつを軽視せず正面から一つひとつ批判していくことが大事だ。











　いまこそ改憲阻止の行動を再起動しなければならない。そのさい第一に、多様な市民運動の力で世論を変え安倍晋三の改憲暴走を打ち破った経験に学び、ねばり強く運動を進める必要がある。


第二に、ポスト３・１１の脱原発をめざす広範な若者やお母さんたちの運動と融合した新たな憲法運動を構築することだ。改憲反対の運動は脱原発の運動の政治的思想的背骨となり、その運動の発展を保障するものとならなくてはならない。


第三に、こうした運動を背景に、国会内の改憲反対勢力の拡大と大胆な共同をめざし、「同円多心」のあらゆる形態の運動を駆使して、改憲阻止の広範な共同をつくるために奮闘しなくてはならない。


　  　（石山　久男・記）











